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身
体
障
害
者
相
談
員
全
国
連

絡
協
議
会
理
事
会
で
は
、
身
体

障
害
者
相
談
員
（
以
下
「
相
談

員
」と
い
う
）の
世
代
交
代
、
資
質
の
維
持
、
研
修
会
内
容

の
充
実
、
相
談
員
活
動
の
現
状
を
踏
ま
え
さ
ま
ざ
ま
な
課

題
に
つ
い
て
協
議
し
て
い
ま
す
。

　

本
年
度
1
回
目
は
９
月
11
日
に
行
わ
れ
、
次
の
よ
う
な

論
点
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
◯
高
齢
化
、
な
り
手
不
足 

◯
研

修
会
の
テ
ー
マ
設
定
、
講
師
不
足
、
意
欲
の
低
下 

◯
地
域

で
の
相
談
員
の
認
知
度
の
低
さ 

◯
相
談
員
同
士
、
他
の
職

種
と
の
交
流
、
情
報
共
有 

◯
個
人
情
報
の
提
供
な
ど
相
談

員
へ
の
信
頼
、役
割
の
強
化
、な
ど
で
す
。こ
れ
ら
に
対
し
て
、

相
談
員
の
課
題
は
日
身
連
の
組
織
の
在
り
方
と
直
結
し
て

い
る
こ
と
を
認
識
し
、
相
談
員
の
育
成
、
地
域
で
活
躍
で

き
る
役
割
と
そ
の
位
置
づ
け
な
ど
を
明
確
に
し
、
戦
略
を

立
て
る
必
要
が
あ
り
、
場
合
に
よ
っ
て
は
相
談
員
の
資
格

化
等
も
方
向
性
の
ひ
と
つ
と
し
て
共
有
さ
れ
ま
し
た
。

　

12
月
17
日
（
水
）の
第
2
回
理
事
会
で
は
、事
務
局
よ
り
、

相
談
員
の
学
び
の
場
、
段
階
的
に
学
べ
る
支
援
と
し
て
従

来
発
行
し
、
提
供
し
て
き
た
「
身
体
障
害
者
相
談
員
ハ
ン

ド
ブ
ッ
ク
」「
身
体
障
害
者
相
談
員
必
携
」「
身
体
障
害
者

相
談
員
事
例
集
」
な
ど
を
基
に
し
た
新
し
い
「
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
（
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
）」
を
作
っ
て
は
ど
う
か
と
い
う

案
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
さ
ら

に
具
体
的
な
中
身
に
つ
い
て
事
務
局
で
案
を
作
成
し
、
次

回
理
事
会
に
示
す
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

理
事
会
で
は
、
各
理
事
よ
り
地
域
の
実
態
か
ら
さ
ま
ざ

ま
な
意
見
が
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。
地
方
自
治
体
の
方
針
や

民
生
児
童
委
員
と
の
協
力
関
係
な
ど
か
ら
相
談
員
へ
の
期

待
度
に
差
が
あ
り
、
行
政
か
ら
そ
の
位
置
づ
け
に
つ
い
て

明
確
に
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
さ
れ
て
い
な
い
と
こ
ろ
の

差
が
歴
然
と
し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

相
談
員
を
取
り
巻
く
状
況
が
い
か
に
厳
し
い
か
を
痛
感
せ

ざ
る
を
得
な
い
意
見
交
換
と
な
り
ま
し
た
。

身
体
障
害
者
相
談
員
全
国
連
絡
協
議
会

令
和
７
年
度
第
２
回
理
事
会
に
つ
い
て

社会福祉法人 日本身体障害者団体連合会

会長   阿部 一彦
かず ひこあ べ

　謹んで新年のごあいさつを申し上げます。
　本年は、東日本大震災から15年、熊本地震から10年の節目

の年にあたります。現在、災害対策基本法等の改正により、災害法制へ「福祉」
が明文化されたことは、私たち障害関係者にとり大変喜ばしいことですが、
能登半島地震による被災者支援は、二年経った今も復興の道半ばです。被災
地の皆さまにとって一日も早い復興とともに、今後、懸念される大規模災害
時における障害者等に対する支援対策が、迅速かつ適切に講じられるよう、
日身連といたしましても、国への働きかけに力を尽くして参る所存です。
　さて、日身連は創立以来、個人の尊厳が守られ、地域で自立し安全で安心
した日常生活が送れるよう、地域共生社会の実現を目指して歩んで参りまし
た。そうしたなかで、2006年、障害者権利条約が国連総会で採択されてから、
今年で20年を迎えます。思い起こせば、障害者権利条約の採択に向けて、日本
中の障害者団体が一致団結して立ち上がり行動を起こしました。採択後は、
障害者権利条約の国内批准と障害者施策に反映させるため、活動を進めて参り
ました。先達の熱意と努力によって実を結んだ障害者権利条約の国内批准から
2022年の総括所見へと動くなかで、私たちが求める地域共生社会へと近づく
ように、私たちはさらに強く連携して取り組んでいかなければなりません。
　日身連は、社会の変化に遅れることなく、時代に即した当事者団体の役割
に努め、日本中に障害理解が根づくよう、全国の加盟団体の皆さまとのネッ
トワークを活かし、そして、皆さまとのつながりを大切に、これからも鋭意努
力して参ります。
　結びに、すべての皆さまにとり、より良き一年となりますことを祈念申し
上げ、年頭のごあいさつといたします。

新年のごあいさつ


